
※１　H17～R２累計
※２　新型コロナウイルス感染拡大により中止となった行事を除き、前年度並の数値を目指す。

施策体系シート（行政経営Ｂシート）

作成者 組織 県民交流課 職 次長兼課長 氏名 青木　美紀

評価者 組織 県民交流課 職 課長 氏名 山岸　小百合

評価
（年度） （年度）

施策１
ＮＰＯ・ボランティアの育成・支援や行政
等との協働の促進

1 ＮＰＯ法人数 法人
450 354

施策の目標 成果指標 単位
目標値
（年度）

現状値

B

施策２
県民が自主的な活動に取り組める環境の
整備・充実

健民運動総参加者数 人

363

（R7） (R元) (R２)

2 県とＮＰＯの協働件数 件
130

30,000 61,624 13,676
C

(R２) (R元) (R２)

95 78

(R7） (R元) (R２)

施策の目標達成に向けて重点的に取り組むべき課題 課題に対する主な取り組み 評価

施策 課題 成果指標 単位
目標値
（年度）

現状値
事務事業

今後の
方向性（年度） （年度） （千円） （千円）

対象
予算 決算 事業の

有効性

見直し

（Ｒ元）

10.7
1

（Ｒ２）
施策１ 課題１ ＮＰＯ活動基盤の強化 ＮＰＯ活動支援センターの利用者数（１日平均） 人

25.0 18.0

（Ｒ２）
継続ＮＰＯ活動支援センター運営費 NPO 23,736 23,443 C

 
2 ＮＰＯ活動等社会貢献活動参加促進事業費

一般県民
NPO

884 410 C

継続

継続

見直しＮＰＯ活動等社会貢献活動参加促進事業費
一般県民
NPO(R２)

884 410 C

3,500 1,957 B

C

1 災害ボランティア活動地域連携促進事業費
一般県民
行政（市町）

13,676
1 石川県健民運動推進本部補助金 一般県民

(R２)
20,243 14,483施策２ 課題１ 地域活動の促進 健民運動総参加者数 人

30,000 61,624

（R２）※2 (R元)

95

(R元)

78
再掲課題３ ＮＰＯとの協働の推進 県とＮＰＯとの協働件数 件

130

(R7)

(R元) (R２)

750（累計） 702 747
課題２ 災害ボランティア活動のネットワーク強化

石川県災害ボランティアコーディネーター登録
者数

人
（R２）※1
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事業の背景・目的

事業の概要

ＮＰＯ活動支援センターの管理・運営

１.嘱託職員の任用
運用に必要な嘱託職員(３名)を雇用

２.主な業務
①ＮＰＯ活動にかかる相談（法人の設立手続、定款等の作り方など）
②ホームページやフェイスブックを使ったイベント・助成金情報などのＮＰＯ活動に役立つ情報の提供
③会議室・作業コーナーの利用受付
④ＮＰＯ活動の普及啓発にかかる名簿等の作成

これまでの見直し状況

一般
財源

予算 23,388 23,545
決算 22,688 23,127

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

337,760

項目 評価 左記の評価の理由

361,203
評価

事業費累計 267,825 290,952 314,184

C

継
続

　令和２年度のセンター利用者は一日当たり10.7名、年間
3,187名、相談件数は156件と新型コロナウイルスの影響等に
より前年度から減少したものの、来所以外に電話等でも法人
の設立手続き、定款の作成等に関する相談への対応など、
ＮＰＯ活動に対して必要な支援を行った。

　・利用者数　R2:3,187名、R1:5,305名（前年比△2,118名）
　・相談件数　R2:156件、R1:309件（前年比△153件）

　ＮＰＯ活動の活性化のため、活動場所の提供や、オンライ
ンを活用した相談体制を整備するなど、ＮＰＯ活動に対する
支援を継続していく。
　また、利用者増に向けて、市町の市民活動センターや金沢
市内の大学等での広報の強化を図るほか、利用者・団体か
ら意見を聞きながら、サービスの向上に努める。

23,509

23,736
23,576 23,44323,232

23,509 23,979

23,979 23,736
23,232 23,576 23,443

平成29年度

事業費
予算 23,388 23,545
決算 22,688 23,127

令和２年度
10.7

目標値

事業費
（単位：千円） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

指標 ＮＰＯ活動支援センターの利用者数（１日平均） 単位

令和２年度 平成28年度

施策・課題の状況

事務事業名 ＮＰＯ活動支援センター運営費
事業開始年度 H13

根拠法令
・計画等

NPO活動の促進に関する基本指針
NPO支援センター基本計画

県民交流課

076 225 3816

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1365 内線

作
成
者

組　　織
職・氏名 課長補佐　森　千香子
電話番号

　 ＮＰＯは、市民の自発的な社会参加の機会の提供、公共サービスの提供、市民のネットワーク化と社会資
源の活用など重要な役割を期待されている。
　 一方で、ＮＰＯの多くは活動場所が確保できない、専従スタッフが少ないなど活動基盤が脆弱なため、会
議室の提供や、運営に関する相談体制を整えるなどの支援を行う場として、ＮＰＯ活動支援センターを設置
し、その円滑な運営を図ることで、ＮＰＯ活動の活性化を支援する。

課題
施策 ＮＰＯ・ボランティアの育成・支援や行政等との協働の促進 評価

ＮＰＯの活動基盤の強化
B

25 22.5 21.8 20.1 18
平成30年度 令和元年度

現状値
人
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事業の背景・目的

県とＮＰＯとの年間協働件数

事業の概要
(1)ＮＰＯ運営支援事業

①ＮＰＯ職員スキルアップセミナー開催事業　（２００千円）　

(2)ＮＰＯファンドレイジングセミナー開催事業　（４８９千円）

これまでの見直し状況

ＮＰＯが組織として継続的な活動を行うために必要な収益源の確保について、資金調達
（ﾌｧﾝﾄﾞﾚｲｼﾞﾝｸﾞ）の手法等の習得を支援する

  ・開催回数：1回程度（金沢地区）
  ・開催内容：資金調達の手法等

事業費
決算 1,070

評価

予算

事業費累計
決算

1,755 1,129
8841,257

　 ＮＰＯ法人の効率的な組織運営には、会計や登記の
基礎知識の習得等が必要であり、引き続き、ＮＰＯの組
織運営を支援していく。
　令和３年度は、専門家派遣事業を見直し、ＮＰＯが個
別具体に相談できる機会をより多く提供するため、個別
相談会を実施する。

見
直
し

C

　ＮＰＯ職員スキルアップセミナー（計3回開催、延べ39人
参加）では、会計や登記等の基礎知識についての解説、
ＮＰＯ法人の各種手続き等についての案内を行い、ファ
ンドレイジングセミナー（１回開催、13人参加）では、資金
調達について、ＳＮＳやクラウドファンディングサイト等を
用いた効果的な情報発信の手法や、活動内容のＰＲのノ
ウハウを提供してＮＰＯの活動を支援したが、成果指標
の１つである県とＮＰＯとの協働件数は、新型コロナウイ
ルスの感染拡大の影響もあって前年度より減少した。

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等
を踏まえ、今
後どのように

取り組むのか）

②ＮＰＯ専門家派遣事業　（１９５千円）　

  ・対象団体：事業の拡大・事業立ち上げ、運営等に関する課題を抱えるＮＰＯ
法人
  ・派遣回数：４回程度（２団体×２回）

評価 左記の評価の理由項目

予算

ＮＰＯ法人の運営に必要な基礎知識を学ぶ機会を提供し、効率的な組織運営を支援する

  ・開催内容：ＮＰＯの会計、登記等に関すること
  ・開催回数：年間２回程度

（単位：千円） 平成28年度 平成29年度 平成30年度
事業費

令和２年度令和元年度

410

1,105

14,024 15,779 16,908 17,696

788 410
1,070 1,755

1,755

18,106

884
1,070 1,755

事業終了予定年度
根拠法令
・計画等

ＮＰＯ活動の促進に関する基本指針
事務事業名

令和２年度

ＮＰＯの活動基盤の強化課題

令和元年度

単位

 ＮＰＯ活動等社会貢献活動参加促進事業費
事業開始年度

　ＮＰＯ法人をはじめとする市民活動の活性化は、活力ある豊かな地域社会づくりに資
するものであるが、ＮＰＯ法人の中には運営上の課題を抱えるものも多く見られる。
　このため、ＮＰＯ法人が継続的な活動を行えるよう、セミナーや個別相談を通じて、
運営上の課題解決を支援するとともに、法人の安定した経営支援のための研修セミナー
を実施する。 10.718

単位 件
課題

22.5 21.8 20.1

平成28年度 平成29年度

指標

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

目標値

施策 ＮＰＯ・ボランティアの育成・支援や行政等との協働の促進 評価

職・氏名
作
成
者

組　　織

平成30年度

施策・課題の状況

人

県民交流課
課長補佐　森　千香子

電話番号 076 225 1365 内線 3816

H19

現状値
平成28年度 平成29年度

B

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業
が課題解決に
役立ったか）

ＮＰＯとの協働の推進
25

1,105一般
財源

令和２年度

ＮＰＯ活動支援センターの利用者数（１日平均

指標
目標値 現状値

令和7年度

1,257
1,129 788

1,070

平成30年度 令和元年度 令和２年度
130 91 93 99 95 78
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事業の背景・目的

事業の概要
１．災害ボランティアコーディネーター養成研修等事業　

　(１)災害ボランティアコーディネーター養成研修会（金沢・加賀地区１回、能登地区１回）
　　〔対　　象〕 １８歳以上の石川県民（２日間の受講を前提）
　　〔内　　容〕 ボランティアの基礎、災害ボランティアと現地本部の役割、被災者ニーズの把握など

　(2)災害ボランティアコーディネーターフォローアップ研修会（年２回程度）
　　〔対　　象〕 災害ボランティアコーディネーター登録者（上記研修受講者）
　　〔内　　容〕 ボランティアコーディネーターのスキル向上のための講習、ワークショップ　など

　(3)災害ボランティア担当者会議（年１回）
　　〔対　　象〕 市町災害ボランティア担当職員、市町社協職員、災害ボランティア団体職員など
　　〔内　　容〕

２. 災害ボランティアバンクへの登録促進
　　平成２７年度に創設した災害ボランティアバンクへの登録促進を図るため、啓発用チラシを配布
　　登録者に対し、ボランティア募集情報や研修会・防災訓練等の開催案内などの情報をメール、LINEで配信

３. 災害ボランティア出前講座

これまでの見直し状況

平成３０年度に大阪北部地震、西日本豪雨、北海道胆振東部地震など大規模災害が続き、県民
の災害への関心の高まりを受けて、体験入門講座の体験メニューや講座回数を拡充
（R元年度　体験メニュー数 ５件→６件　　年１５回程度→年２０回程度）

　 被災地において、効果的なボランティア活動を展開するためには、被災者とボランティアを的確に結び
つける「災害ボランティアコーディネーター」の役割が大変重要なものとなっていることから、今後も重点的
にコーディネーターを養成するとともに、大規模な災害時に備え、県民の災害ボランティア活動への関心
を高め、参加するきっかけづくりとするため、体験型の入門講座を開催する。

令和元年東日本台風などを受けて、さらなる県内ボランティアの確保のため、LINEを活用し、
ボランティアバンクの登録を簡素化（R2年度　LINE公式アカウントの導入）

1,812
1,722

事業費累計 16,441 18,871 20,893
2,130

左記の評価の理由

25,053
1,903 1,657

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

23,096

項目 評価
評価

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

B

継
続

　 災害ボランティアコーディネーターについて、養成研修会
やフォローアップ研修等を通じて養成に努めた結果、新たに
45名の登録があった。
　また、新型コロナウイルスの影響により出前講座の開催回
数が減少したものの、受講者からは、実際に被災地に行って
ボランティアをしてみたい等の声が聞かれるなど、県民の災
害ボランティア活動に対する意識の高揚につながっている。
　出前講座
     R２:11回、218人（R1比-5回、-324人）
　災害ボランティアバンク登録者数：
　　 R2:974人、81団体（R1比+325人、+3団体）

　災害ボランティアコーディネーターについては、災害時におい
て継続した活動が可能となるよう、地域毎の偏り解消にも配慮し
ながら引き続き養成するとともに、大規模な災害に備え、県民の
意識の高揚やボランティア人材の育成・確保を図るため、災害
ボランティアバンクへの登録や体験入門講座への参加の促進を
図る。

予算 2,500 2,240
決算 2,730

2,177 3,200一般
財源

1,957
2,800

施策 ＮＰＯ・ボランティアの育成・支援や行政等との協働の促進 評価

令和２年度
目標値 現状値

人

令和２年度

災害ボランティア活動のネットワーク強化
B

指標
課題

石川県災害ボランティアコーディネーター登録者数 単位

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

076 225

事業費
（単位：千円） 平成28年度 平成29年度 平成30年度

750

決算 3,030 2,430

令和元年度

747556 616 665 702

事業費
予算 2,112 2,477 3,500

2,022 2,203

38161365

2,540
令和２年度

　　県民の災害ボランティア活動への関心を高め、参加するきっかけづくりとするため、市町、学校等と
    連携し、出前形式の体験型の入門講座を開催（年２０回程度）
　　専門的な専門技術を有する企業や団体の職員を対象とした出前講座等の開催（年4回程度）

東日本大震災を受けて、災害ボランティアコーディネーター養成研修の回数を見直し
（H24年度～　　１回→２回）

災害時に備えたネットワーク作り及び各市町の取組み・課題を共有することで全体の
底上げを図ることを目的に開催

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

施策・課題の状況

事務事業名 災害ボランティア活動地域連携促進事業費
事業開始年度

内線

作
成
者

組　　織
職・氏名 課長補佐　森　千香子
電話番号

H17
根拠法令
・計画等

石川県地域防災計画

県民交流課
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事業の背景・目的

事業の概要 ※　令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大により中止となった
石川県健民運動推進本部事業総括表 行事を除き、前年度並の数値を目指す。

1 健康づくり ・ 太陽と緑に親しむ健民祭
推進費 　４，２０３千円 ・

・ スポーツ少年団活動推進事業
・ 「美しい石川を歩く」事業

2 ふるさとづくり ・ 花いっぱいコンクール
推進費 　４，９３０千円 ・ ふるさとのツバメ総調査（ツバメ総調査、ツバメ総調査に関する

作品募集、学習会開催　等）【中止】
・ ツバメWelcomeキャンペーン（4〜5月）（新聞広報、ポスター等

で啓発。期間中、フン受けの無償配布を実施。）
・ ツバメ調査を活用した国際交流事業【中止】
・ 絵本センターのつどい
・ 家庭の日作品コンクール
・ 未来のふるさと応援事業

3 子ども・若者 ・ 少年の主張大会
活動推進費 　４，３００千円 ・ 子ども会運動推進事業

・ 子どもの夢実現サポート事業
・ 青少年ボランティア活動推進事業

     （青少年ボランティアの表彰、活動紹介）

4 本部総務費 　６，８１０千円 ・

計 ２０，２４３千円

これまでの見直し状況

本部会【書面開催】・推進委員会の開催、人件費、報告書作成費

事業費

1,393,641 1,408,124
評価

1,374,8511,355,710事業費累計 1,334,798

20,243
決算 20,361 20,912 19,141 18,790

20,025

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 石川県健民運動推進本部補助金
事業開始年度 S39 事業終了予定年度

課題

組　　織

施策 県民が自主的な活動に取り組める環境の整備・充実

根拠法令
・計画等

施策・課題の状況

作
成
者 電話番号 076

県民交流課
職・氏名 課長補佐　森　千香子

内線 3816225

評価

1365

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

継
続

項目 評価

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含
め、この事業
が課題解決に
役立ったか）

C

　令和２年度は、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い「ふるさ
とのツバメ総調査」など一部のイベントが中止になるなど、参加
者数は目標値を下回る結果となった。しかしながら、「絵本セン
ターのつどい」をオンライン配信するなど新たな取組を行った結
果、県民一人ひとりが自ら考え、また行政と一体となり創意工夫
することで、魅力あふれる地域づくりの推進に一定程度の効果
があった。

左記の評価の理由

令和元年度 令和２年度

一般
財源

予算 20,361 21,212
14,483
20,243

19,141

14,483
20,641

20,025
決算 20,361

　県民一人ひとりが豊かな暮らしを目指し、各々の立場で創
意工夫を凝らし、魅力あふれる地域づくりを進めていくことは
大切なことであり、令和３年度もコロナ禍においても、引き続
き健民運動の推進を図る。

H１６年度：４０周年を機に４委員会を改編し、３推進委員会体制を組織
               （①健康体力つくり活動、②環境・文化活動、③青少年健全育成活動）
H２６年度：５０周年を機に推進委員会の名称をわかりやすい名称に変更するとともに、推進要綱を変更
               （①健康づくり、②ふるさとづくり、③子ども・若者活動）

目標値

事業費
（単位：千円）

　 健康・明朗・進取・創造・共生をスローガンに県民総ぐるみで美しい郷土づくりと県民一人ひとりがゆと
りと豊かさを実感できる暮らしの実現を目指し、社会の変化やその時々の県民のニーズに応えながら、
更なる運動の推進を図る。

科　　　　目 県　補　助　金 事　　　　　　　業　　　　　　　概　　　　　　　要

令和２年度

C

健民運動総参加者数 人
現状値

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

平成30年度

健康習慣づくり（歩こう走ろう運動推進、スポーツ普及推進、
高齢者健康づくり推進、健康わくわく出前講座　等）

30,000 72,601 65,419

指標

令和２年度

単位
地域活動の推進

平成28年度 平成29年度

20,912 18,790
予算 20,361 21,212 20,641

68,909 61,624 13,676


